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要 旨：本研究は，発達障害生徒を対象として展開したデリバリー型支援である「放課

後支援」にて，３つのグループが行う小集団活動場面で実施した．そして各グループで示

される生徒の行動問題を解決するための行動支援計画を立案し，学生スタッフが一貫した

対応を行えることを目的とし応用行動分析学の観点から介入を実施した．介入として，①

関与の手がかりとなる刺激，②具体的な対応方法，③達成基準の３点を決定させる手続き

を導入した．その結果，全てのグループにおいて行動支援計画の実行が高まり，それに応

じて生徒の行動も肯定的に変容した．今後の課題として，暴言・暴力など激しい行動に対

応する際の学生スタッフの心理的負担感を軽減するための介入を検討する必要が示唆さ

れた． 
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● 

Ⅰ．はじめに 

 
近年の学校現場では，特別支援教育における

校内支援体制整備の一環として，学校外部の人

的資源，とりわけ大学生（以下，学生スタッフ）

による発達障害のある生徒を対象としたデリ

バリー型支援の実践が行われるようになった．

例えば繪内・宮前・長谷川・森・光村・出石 3)

は，公立小学校の発達障害児への個別的な学習

支援を実施するための学習ルームを設置した．

そして，これらの活動が児童の学習スキルや学

習への動機づけを高め，保護者や教員からもそ

の活動の継続を願う声が聞かれるようになっ

たことを報告している．その他にも，公立中学

校の通常学級在籍の発達障害児を対象とした

TT7）などの教室補助業務，教育相談業務 11)，

特別支援学級在籍生徒への放課後ケアやコン

サルテーション 4)12)など様々な実践報告がなさ

れ，活動の内容と対象にも広がりを見せている．

これらの取り組みでは，支援対象の生徒に学生

スタッフが直接関与し，臨床心理学の専門的知

識を生かしながら，教科指導や学級経営とは異

なる側面から積極的なアプローチを展開して

いる点に特徴がある． 
いっぽうで，教育実践現場に派遣される学生

スタッフが支援対象の生徒と直接関与する際，

生徒の示す行動問題への対応に苦慮する実情

がいくつか報告されている．たとえば栃木県鹿

沼市では，特別支援学級に在籍する生徒の学習

支援を目的とした学生スタッフ派遣事業を実

施した 10)．この取り組みでは，生徒のニーズに

応じた支援の充実など一定の成果が得られた

一方で，学生スタッフが生徒との接し方に迷い，

生徒との関わりに自信を失ってしまう例もあ

ったとの報告がなされている．また大石・田中
13)も，市のメンタルサポーター事業に参加し校

内の相談室業務を担った学生スタッフ数名に

業務実施上の問題点を聴取した．その結果，業

務に必要な技術や経験不足に加え，生徒が示す

激しい行動問題への対応の難しさが挙げられ

たことを報告している．以上から，学生スタッ

フの支援技術の向上に加え，生徒が示す行動問

題に対応する際に生じる困惑や心理的負担感

の軽減という視点も考慮して，派遣される学生

スタッフへのバックアップ体制を早急に整え

るべきことは明らかであろう．そういった現状

に反して，このようなデリバリー型支援を参画
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する学生スタッフのバックアップ体制は極め

て脆弱であるといわざるをえない． 
さて，支援場面やスタッフの業務に違いはあ

るものの，日常場面の様々な文脈から生じる行

動問題への対応を確立した実践として，岡村・

藤田・井澤 14)が参考になる．岡村ら 14)は，小

規模作業所に勤務する自閉症者の激しい攻撃

行動を低減するための行動支援計画を作業所

のスタッフと立案し実施した．行動支援計画で

は，応用行動分析の観点から行動問題の機能を

特定し環境改善を図ることを目的として，1）
行動問題を引き起こす環境事態の改善（先行事

象操作）と，2）行動問題出現後の対応（後続

事象操作）を確立する 8）．岡村ら 14）は，特に

行動問題への後続事象操作に重点を置き，攻撃

行動が生起した際の詳細な手続きを決定した

結果，スタッフが攻撃行動を恐れず一貫した対

応を行えたことを報告している．しかし岡村ら
14）の研究では，介入の評価を支援対象の自閉症

者の行動変容のみで行っており，スタッフの行

動支援計画の実行の様相や，実行にあたっての

スタッフの心理的負担感などを詳細に検討し

ていない． 
よって本研究では，公立中学校特別支援学級

への学生スタッフ派遣事業である「放課後支

援」の中で，学生スタッフが生徒の行動問題へ

の対応を確立するための介入を行った．具体的

には，学生スタッフのグループで立案した行動

支援計画の後続事象操作に着目し，生徒の行動

問題が生じる様々な環境文脈を考慮に入れな

がら，①関与の手がかりとなる刺激，②具体的

な対応方法，③関与の達成基準の３点を特定さ

せる手続きを適用した．そして，学生スタッフ

の行動支援計画の実行の様相と，それに伴う生

徒の変容を客観的に評価するとともに，介入に

よる学生スタッフの心理的負担感の変化を質

問紙への回答をもとに考察した． 
 
● 

Ⅱ．方法 

 
１．参加者 

生徒 首都圏郊外に位置する A 市の公立中学

校に設置された情緒障害特別支援学級（固定）

（以下，学級）の在籍生徒であり，第２学年が

２名，第３学年が９名の計 11 名が本研究に参

加した．生徒の診断はそれぞれ LD１名，AD／

HD２名，アスペルガー障害２名，広汎性発達

障害１名，軽度知的障害を併せ持つ自閉性障害

１名，軽度発達障害４名であった． 
学生スタッフ 大学の発達臨床系の研究室に

所属する大学院（修士課程）学生５名，学部学

生２名の合計７名が参加した．学生スタッフは，

大学で実施された発達臨床セッションに継続

参加し，それらの実践を通して機能的行動アセ

スメントなどの応用行動分析学に関する支援

技術を習得していた． 
スーパーヴァイザー 研究当時，学生スタッフ

と同研究室に所属しチームを組んで大学の発

達臨床セッションに参加した博士課程の大学

院学生（筆者）であった．スーパーヴァイザー

（以下，SV）は，臨床心理士として複数の自治

体で小中学校及び保育園の巡回相談を担当し，

発達臨床，応用行動分析学及びコンサルテーシ

ョンに関わる技術を有していた．また，研究室

の活動を通して，発達臨床セッションや研究活

動について学生スタッフと日常的に助言指導

を行っていた． 
 
２．研究期間と実施場面 

200X 年 1 月下旬から３月中旬に学級で展開

した「放課後支援」にて研究を実施した．放課

後支援は，（a）生徒の放課後ケア，（b）生徒の

社会性向上をめざす小集団のゲーム活動の展

開，（c）専門的立場から知り得た生徒理解及び

関与方法についての学級への報告・協議を目的

とし，200X－５年より大学の研究室と学級と

の協働体制で展開された 12）4）．放課後支援は，

研究のデータ収集を条件に，学生スタッフが無

償で学級の放課後に週１回出向くデリバリー

形式で行われ，担当教員は参加しなかった． 
放課後支援の開始前，大学院学生の学生スタ

ッフが学級の在籍生徒に個別面接を実施し，活

動の趣旨を説明した上で参加希望及び活動内

容の希望を聴取した．その後，保護者のニーズ

も考慮に入れながら学級の担当教員と各生徒

の支援目標を確認し，ニーズの似通った生徒同

士を集め３つのグループ（グループ A・B・C）

を編成した．各グループに学生スタッフが数名

配置され，放課後支援全 90 分中 80 分のグルー

プ活動を実施した．後に担当教員と支援内容を

振り返り情報共有するために，生徒と保護者に

許可を得て，各グループが使用する教室に１台

ずつビデオカメラを設置しVTR撮影を行った．

教室はすべて生徒が普段使用する普通教室で

あり，各教室には生徒と学生スタッフ合わせて

４～８名がいた． 
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３．ｸﾞﾙｰﾌﾟ構成と活動中に生じる生徒の行動問題 

グループ活動では，グループの支援目標に沿

って小集団のゲームが展開されたが，生徒が示

す行動問題によってグループ活動が中断され

ることがあった．各グループの構成と生徒の行

動問題を表 1 に示した． 
グループ A は，生徒３名，大学院生の学生ス

タッフが１名で構成され，各生徒がルールを遵

守することをグループ目標として，カードゲー

ムなどルールを明示したゲームを実施した．グ

ループ A では，実施するゲーム内容を決めるゲ

ーム選択場面において，生徒が離席し別の活動

を始める，教室を抜け出すなどの行動を示した． 
グループ B は生徒４名と学生スタッフ４名

から構成され，大学院生の学生スタッフ１名が

リーダーを務めた．グループ B では，攻撃性を

発散し適切な主張行動を増加することをグル

ープ目標として，風船バレーやカルタなど運動

を主としたゲームを実施した．グループ B では，

ゲーム活動中に生徒が衝動的に怒鳴る，叩くな

どの行動が度々生じ，そういった行動をきっか

けに生徒同士のトラブルに発展してしまうこ

とがあった． 
グループ C は生徒４名と学生スタッフ４名

で構成され，大学院生の学生スタッフ１名がリ

ーダーを務めた．グループ C は互いに協力し援

助しあうことをグループ目標とし，チーム戦を

導入したトランプなどを実施した．グループ C
では，カードゲーム中に，ある生徒が他生徒に

対して文脈上必要のない注意や叱責を行い，そ

れらをきっかけに生徒同士が言い合いになる

ことがあった．各グループで生じる行動問題は

グループ内の特定の生徒が示していたが，それ

らの行動をきっかけにグループ内の他生徒も

同様の行動を示すことがあった． 

４．機能的アセスメントの実施と行動支援計画の

立案・実施 

先行研究では，生徒の示す行動問題とスタッ

フの関わりの負の循環的関係を解消するため

に，スタッフが児童生徒の行動の機能を適切に

理解することの必要性を説いている 15)16)19)．研

究実施に先立ち，各グループの学生スタッフは

Kern ＆ Bambara 8)を参考に機能的行動アセ

スメントを用いて生徒の行動問題を成立させ

ている環境事態を分析した．そして SV との協

議を経て（a）セッティングや教示方法の改善

（先行事象操作），（b）代替行動出現後の強化

や行動問題が出現したときの対応方法（後続事

象操作）の見直しを行った．SV との協議後，

各 グ ル ー プ の 学 生 ス タ ッ フ は Kern ＆ 
Bambara 8）を参考にして作成した行動支援計

画表に，支援対象とする行動問題の先行事象操

作と後続事象操作を記載した． 
行動支援計画表の作成後，予備観察期を設定

し支援場面における各グループの行動支援計

画の実行を確認した．各グループとも先行事象

操作に比べ後続事象操作，つまり行動問題への

対応に関して行動支援計画の実行が困難であ

った．そして，学生スタッフがこれらの行動問

題に一貫した対応を行えないことで行動問題

が終息せず，生徒のグループ活動への参加時間

も短くなっていた．よって，学生スタッフが行

動問題に一貫した対応を行うことを目指す介

入の必要性が窺えた． 
 

５．研究デザイン 

学生スタッフが生徒の示す行動問題への対

応を確立し，生徒のグループ活動への参加率を

高めることを目指して，学生スタッフの行動支

援計画の実行の様相と，生徒のグループ活動へ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 参加生徒 診断 ｸﾞﾙｰﾌﾟの目標 活動中の行動問題 場面 

A 
3名 

（女 3） 

 

アスペルガー障害（1） 

軽度知的障害（1） 

非言語性 LD（1） 

・ルールを遵守しながら

活動を楽しむ 

 

教示中の離席 

 

ゲーム選択場面 

B 
4名 

（男 4） 

アスペルガー障害（1） 

軽度知的障害（1） 

AD/HD（2） 

・ゲームを通して攻撃性

を発散し，適切な主張

方法を獲得する 

他者を蹴る・叩くなどの

暴力や主張に伴う暴言 

小集団ゲーム 

（カルタ） 

C 
4名 
（男 2/女 2） 

自閉性障害（1） 

軽度知的障害を併せ持

つ自閉性障害（1） 

軽度知的障害（2） 

・チーム戦を導入し互い

に協力し援助しあう 

特定の生徒に対する注

意や叱責 

カードゲーム 

（大貧民） 

表 1 放課後支援におけるグループの所属生徒と支援目標 
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の参加率を従属変数とした．そして全４セッシ

ョンの研究期間にてグループ間マルチベース

ラインデザインを適用し，介入効果を検証した． 
 

６．手続き 

ベースライン期 ベースライン期（以下，BL
期）では，セッション終了の３～４日後，各グ

ループは行ったグループ活動を振り返る協議

を行った．協議では，グループごとに前回セッ

ションの生徒の行動を VTR で振り返り，行動

支援計画の内容が妥当であったかを話し合い

必要に応じて行動支援計画を修正した．この段

階で SV は協議には参加したが，各グループに

特別なフィードバックは行わなかった． 
介入期 学生スタッフが行動問題に苦慮し，迅

速に対応することを阻んでいる事由として，a）
事前に行動問題への対応を決めても，行動問題

が生じる状況が多様であり，実践場面で何をて

がかりにどこまで対応するのかに迷いが生じ

てしまうこと，b）予測していない状況で突如

行動問題が生じる場合があることの２点が考

えられた．よって，１）グループ活動の状況を

丹念に振り返り，行動問題が生じる背景やパタ

ーンに目星をつけること，２）対応する際の手

がかり刺激，具体的な対応方法を，行動問題が

生じる状況に応じて複数特定することが必要

と思われた． 
そこで介入として，まず VTR を用いて前回

セッションで行動問題が出現した場面を学生

スタッフと SV で観察し，行動問題が生じたと

きの状況を振り返った．そして生じた行動問題

について，いつどのタイミングで（対応する際

の手がかり刺激），どのように対応し（具体的

な対応方法），何をもって達成とするか（達成

基準）の３点を記すフォーマットに記入させた．

さらに，次回セッションで起こりうる行動問題

の出現状況を予測させ，これも同様のフォーマ

ットに記入させた．介入は，各グループの協議

にて 1 回約 40 分で実施された． 
 

７．結果の整理方法 

介入効果を検証するために，グループ活動の

様子を記録した VTR から，生徒の行動問題を

イベントサンプリング法で記録し，これを学生

スタッフの行動支援計画の実行機会とした．そ

して，これらの実行機会とフォーマットに記載

された支援内容を照合し，学生スタッフが行動

支援計画を実行したか否かを評定した．行動支

援計画の実行の様相に関する評価基準を，０

（実施していない），１（実施しているが，身

体の一部を引っ張る，生徒の発言を遮断するな

ど生徒の肯定的な行動を減弱させる関与であ

る），２（実施している）と設定した． 
次に，学生スタッフの行動変容にともなう各

グループの生徒の全体的な行動変化を捉える

ために，生徒のグループ活動への参加率（％）

を（生徒の活動参加時間）÷（観察場面の総時

間）×100により算出した．活動参加の定義は，

生徒全員がグループ活動を展開する場面に居

合わせていること，グループ活動に従事するこ

ととした．また，生徒が休憩を学生スタッフに

申し出てゲームに参加をしない場合も，他生徒

の活動やゲームに関連する事物を注視してい

る場合は，活動参加に含めた． 
 

８．信頼性の検証 

各グループの行動支援計画の実行について

の行動観察データの信頼性を得るため，各グル

ープの全セッションの VTR から 30％を無作為

に抽出し，２名の評定者（筆者と修士課程の大

学院学生）の評価の一致率を算出した．一致率

の算出方法は，（２名の評定者一致した項目数

÷全項目数）×100 であった．その結果，グル

ープ A が 100％，グループ B が 90％，グルー

プ C が 92％の一致率であった． 
 
９．介入の効果評定 

介入効果に対する学生スタッフの評価を確

認するために，研究終了後各グループの学生ス

タッフに対して質問紙調査を行った．質問紙は，

Crone ＆ Horner 2)を参考に，行動問題への対

応に関する３項目（質問項目①②③），グルー

プの行動支援活動について２項目（質問項目④

⑤），本介入の評価について 1 項目（質問項目

⑥）の合計６項目（表 2 参照）と自由記述欄か

ら構成された．各項目の評定値は，『＋２』（望

ましい方向に大きく変化した）と『＋１』（望

ましい方向に変化した）を肯定的評定，『０』

を変化なし，『－１』（望ましくない方向に変

化した），『＋２』（望ましい方向に大きく変化

した）を否定的評定とした． 
 
● 

Ⅲ．結果 

 

１．行動問題への対応に関する介入計画の 

実行の様相 

生徒の行動問題に対する学生スタッフの行
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動支援計画の実行の様相の推移を図1に示した．

グループ A は， BL 期には評定値が０ないし１

であったが，介入期では第６回を除いて評定値

が２に上昇し，第７回以降安定した．グループ

B では，BL 期には評定値０が続き，介入期の

第７回以降の多くの回において評定値が２に

上昇した．しかし第 11 回では評定値１，第 20
回には評定値０に下がる回があり，他グループ

に比べると介入の実行度がやや安定しない傾

向がみられた．グループ C では，第８回に評定

値１であった以外は，BL 期において評定値０

であった．しかし介入期では，評定値２に上昇

し，その後の回でも持続した． 
 

２．生徒の参加率の変容 

介入前後の各グループ活動における生徒の

参加率の推移を図 2 に示した．グループ A の生

徒の参加率は，BL 期に 63％であったが，介入

期では第２回が 84％，第３回が 83％と BL 期

と比較して増加傾向を示した．次に，グループ

B の生徒の参加率は，BL 期に第１回が 37％，

第２回が 43％であり，介入期で 73％，64％，

71％と約 30％の増加を示した．しかしグルー

プ B では，生徒の参加率が第３回で減少し，時

系列での上昇傾向を示さなかった．グループ C
における生徒の参加率は，BL期には55％，43％

であったが，介入期では 74％，88％と時系列

で上昇した． 
 

３．質問紙調査の結果 

質問紙調査の結果として，各グループの回答

を表 2 に示した．すべてのグループが共通して

高く評価した項目は，生徒が示す行動問題への

「対応に関する見通し」（項目①），「グループ

の支援活動全体の改善」（項目④），「生徒に対

する適切な関わりの増加」（項目⑤），「トレー

ニング内容の重要性」（項目⑥）の４項目であ

った．いっぽうで，行動問題への「対応時の心

理的負担の減少」（項目②）と「計画にそった

実施」（項目③）においては，グループ B のみ

肯定的回答率が低い傾向がみられた． 
 次に，本研究で実施した学生スタッフへの介

入に対する意見や感想を記入する自由記述欄

 

図 2 生徒のグループ活動への参加率の変容 
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注）縦軸は生徒のグループ活動への参加率，横軸 
  はセッション回数とした。各グループの研究 

実施回数は全４回のセッションであったが， 
グループ A のみ学生スタッフの欠席により， 
第４回を実施しなかった。 

グループＡ

グループＢ

グループＣ

注）縦軸は行動支援計画の実行の様相，横軸はスタッフの 
反応機会数（生徒の行動問題の生起数）とした。 

 

図 1 行動問題への対応に関する介入計画の実行の様相
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において全グループ共通で報告された内容は，

「行動問題に対応する観点が明確になり活動

中に迷うことが少なくなった」という回答であ

った．またグループ B では，前もって対応方法

を決めておいても実際にそれを実行するには，

実際の関与場面での経験が必要だと思う」と回

答した． 
 
● 

Ⅳ．考察 

 
１．介入効果の検証 

本研究では，放課後支援のグループ活動中に

生じる生徒の行動問題への対応（後続事象操

作）に着目し，各グループの学生スタッフに，

生徒の行動問題が生じた際の関与方法を具体

化する介入を試みた．その結果，介入期ではす

べてのグループにおいて支援計画の実行の様

相が肯定的に変容し，同時に生徒のグループ活

動への参加率も上昇した． 
介入実施前，学生スタッフは立案した行動支

援計画を実施するにあたり，行動問題への対応

（後続事象操作）の実施に困難さを示した．後

続事象操作の場合，支援計画の中で決定してい

た支援行動を様々な環境文脈に応じて調整す

る必要が生じるため，先行事象操作よりも実施

が困難になる 1)9)．このことを考慮し，本研究

で介入を行う上でも，学生スタッフが生徒の行

動問題が生じる環境文脈を整理し，手続きを明

確化していく必要性が窺えた． 
 そこで介入では，岡村ら 14)の実践結果を踏ま

え，生徒の行動問題が生じる様々な環境文脈を

整理し，①関与の手がかりとなる刺激，②具体

的な対応方法，③関与の達成基準の３点を特定

させる手続きを実施した．これらの手続きは，

学生スタッフの行動問題への関与行動におけ

る先行事象，行動，後続事象を決定する手続き

であった．この介入により，学生スタッフがど

のタイミングで行動しどこまで対応するかと

いう見通しを持たせることをねらいとした． 
さらに，本研究場面のグループ活動は，複数

の生徒が支援対象となり，生徒同士の相互作用

を踏まえた上で行動問題に対応することが求

められる状況であった．小集団場面の場合，予

期しない生徒同士の相互作用が生じることが

あり，学生スタッフは場面のルールを確認しな

がら柔軟に対応していくことが求められ，個別

的な場面よりも一貫した対応を行うことが一

層難しくなる．このことは， Erchul ＆ 
Martens 5)が学校の教室場面で教師の取り組み

を阻害する要因として，予測不可能性（予期せ

ぬことが生じやすい状況下で迅速かつ公平な

対応が求められること），同時性（複数の出来

事が同時に生じること）を挙げていることから

も窺える．介入では，行動問題が生じるパター

ンをいくつか特定し，対応すべき行動問題が特

定されるため，学生スタッフがこれら予測不可

能性や同時性の問題を解決することに寄与し

たといえる．これは，学生スタッフが介入への

評価として「生徒が示す行動問題への対応に関

する見通し」（質問項目①）について高く評価

していたことからも窺える． 
 

２．激しい行動問題が学生スタッフに与える影響 

本研究で実施した介入に対する学生スタッ

フの評価は，行動問題への対応やグループアプ

ローチについておおむね肯定的な結果を示し

た．しかし，生徒の行動問題に対応する際の「心

理的負担の減少」（項目②）については，グル

ープ B の学生スタッフの評価が他のグループ

よりも低い傾向を示した．グループ B は，介入

後に行動支援計画を安定して実行できている

表 2 学生スタッフの質問紙調査結果
 

質問紙調査項目の内容 グループ A グループ B グループﾟ C 全体 

①対応に関する見通し 

②対応時の心理的負担の減少 

③計画にそった実施 

100％（100） 

100％（100） 

100％（100） 

100％（33.3） 

0％（0） 

33.3%（0） 

100％（100） 

100％（33.3） 

100％（33.3） 

100％ 

33.3％ 

77.8％ 

④グループの支援活動全体の改善 

⑤生徒に対する適切な関わりの増加 

100％（100） 

100％（100） 

100％（66.7） 

100％（0） 

100％（66.7） 

100％（0） 

100％ 

100％ 

⑥トレーニング内容の重要性 100％（100） 100％（100） 100％（66.7） 100％ 
注）表中の数値は評定値「＋１」「＋２」の肯定的回答率を表し，（）内は「＋２」と評定した割合を示した。 

また全体は，３グループの肯定的回答率の平均値を算出した。質問紙調査の回答は，「－１」「－２」の 
否定的回答はなく，表中の０％はすべて「変化なし（０）」であった。 
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ことを考慮すると，行動問題へ具体的な対応方

法を認識しそれらを実行できているものの，実

際に対応する上では心理的負担感があるとい

うことになる． 
グループ B の生徒が示す行動問題は，暴言・

暴力など他グループと比べてより激しい行動

問題であった．多くの先行研究では，対応する

行動が暴言や暴力などの激しい行動の場合，こ

れらの行動がスタッフに不安や怒りなど否定

的感情を生じさせる嫌悪刺激として作用し，そ

れらに対応する際に心理的負担が強くかかる

ことを示唆している 6)17)18)．さらに Codding，
et al 1)は，教室場面における教師の行動支援計

画の実行をめざす実践研究の中で，教師にとっ

て対応経験の少ない行動を扱う場合，指導行動

のレパートリーの少なさが行動支援計画の実

行を難しくすることを指摘している．以上の指

摘を考慮すると，グループ B の学生スタッフに

とって，暴力や暴言などの激しい行動は非日常

的な刺激であり，行動支援計画で特定された対

応行動以外の行動レパートリーをもっていな

かったことが関わる際の心理的負担に影響し

ている可能性がある．このことを示唆するかの

ように，グループ B の学生スタッフは質問紙調

査の自由記述欄にて，行動支援計画を実施する

にあたっては，激しい行動に対応する経験を積

む必要があると報告した． 
以上から，暴言・暴力などの激しい行動問題

に対応するための学生スタッフへの介入とし

ては，本研究のような詳細な手続きを決定する

という認知的リハーサルに加え，ロールプレイ

などで問題場面を再現し，対応行動の練習手続

きを導入する必要があると考えられる．  
〔結論と今後の課題〕 
本研究では，各グループの学生スタッフが行

動問題に対して一貫した対応を行いグループ

活動の進行を促進することに成功した．しかし

本研究の介入では，暴言・暴力などの激しい行

動問題を示す生徒のグループの学生スタッフ

の心理的負担感を軽減することに十分寄与で

きなかった．今後の研究では，小集団場面など

支援対象となる生徒が複数で生徒同士の相互

作用を扱う場面において，学生スタッフが暴

言・暴力などの激しい行動に対応するための行

動レパートリーの拡大を目指すトレーニング

及び介入方略を懸案していくことが必要とな

るだろう． 
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